
 

平成２９年度 第１５回庁議要旨 

 

日時：平成２９年１１月６日（月） 

午前９時～午前９時５０分 

会場：庁議室 

 

[審議事項] 

１ 町の区域の変更について（復興政策部） 

 新門脇地区土地区画整理事業により、区域内の道路が新たに整備されたことから、道路の形状に

合わせ、町界の変更及び住居表示の変更が必要となった。 

  土地区画整理事業により整備された土地の形状に合わせた町の区域に変更するとともに、街区符

号の付け直しを行うことにより、分かりやすい住所に変更し、住民の利便性の向上を図るもの。 

(1) 主な内容 

新門脇地区土地区画整理事業に伴い区域内の道路の位置や形状が変わったことにより、下記

のとおり町の区域を変更するものである。 

なお、この地区は住居表示実施区域であることから、街区符号及び住居番号についても付け

直しを行う。 

 区域を変更する町名 
左の区域に編入される区域 

町・字名 

門脇町二丁目 門脇町三丁目、門脇町四丁目の各一部 

門脇町三丁目  門脇町四丁目の一部 

門脇町四丁目 
門脇町二丁目、門脇町三丁目、門脇町五丁目、門脇字山岸の 

各一部 

門脇町五丁目 門脇町四丁目、南浜町四丁目、門脇字山岸の各一部 

 

(2) 今後の予定 

平成２９年１２月 市議会第４回定例会に「町の区域の変更」について議案を提出 

平成３１年 １月 新しい街区符号及び住居番号の告示 

  住民への説明 

３月 新住所の施行（区画整理換地処分と同日とする。） 

 

 

２ 石巻市復興まちづくり情報交流館中央館の指定管理者の指定について（総務部） 

  復興まちづくり情報交流館中央館は、平成２７年９月からまちづくり等に関連する団体から選出 

された者が中心となって設立された「石巻市復興まちづくり情報交流館運営協議会」を指定管理者 

として指定しているが、指定管理者の指定期間が平成３０年３月３１日で満了となる。 

  効果的、効率的な施設の運営やサービスの提供を図るため、指定管理者を指定しようとするもの。 

 



 

(1) 主な内容 

①  施設概要 

施設名  ：石巻市復興まちづくり情報交流館 中央館 

  所在地  ：石巻市中央二丁目８番１１号 

  施設規模：建物の構造 軽量鉄骨造平屋建 

延床面積 136.71㎡ 

  施設機能：交流スペース、復興まちづくり展示スペース、震災復興プロセス展示スペース 

②  指定する法人又は団体 

指定候補者 石巻市復興まちづくり情報交流館運営協議会 代表 後藤 宗徳 

        事務局 一般社団法人石巻観光協会 

        石巻市鋳銭場８－１１  

  選定方法  非公募 

        選定理由    石巻市復興まちづくり情報交流館運営協議会は、まちづくり等に関連する団

体から選出された者が中心となって設立された団体であり、情報交流館の管

理運営に市民や専門家等の意見を反映し、より質の高い情報発信・交流が可

能である。また、平成２７年９月から復興まちづくり情報交流館中央館の指

定管理者として、公共性・公益性を重視し、質の高いサービスの提供と利用

の促進に努めており、復興情報の発信や施設の運営を適切に行っていること

から、引き続き指定管理者として選定するものである。 

③  指定期間  平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで 

④  運営形態 

        開館時間  午前９時３０分から午後６時まで。交流スペースについては午後９時まで延

長することができる。 

        休館日   毎週火曜日。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する休日に当たるとき

はその翌日。１２月２９日から翌年１月３日。 

(2) 今後の予定 

平成２９年１２月 市議会第４回定例会に指定管理者の指定及び債務負担行為補正予算案に 

ついて提案 

平成３０年 ３月 指定管理者に係る基本協定書の締結 

４月 指定管理者に係る年度協定書の締結、指定管理の開始 

 

 

３ 石巻市子どもセンターの指定管理者の指定について（福祉部） 

  石巻市子どもセンターは、公益社団法人セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンにより東日本大震災

の復興支援として、サントリーホールディングス㈱等の出資協力で建設された。建物の企画・デザ

インには、子どもまちづくりクラブを中心とした子どもたちの意見が反映され、建設後は石巻市に

譲渡された。現在は市の直営となっている。 

民間事業者の創意工夫による運営により、より専門的で柔軟かつ効果的な運営を図るため、指定

管理者を指定しようとするもの。 

 



 

(1) 主な内容 

①  施設概要 

  名称    ：石巻市子どもセンター 

  愛称    ：らいつ 

  所在地  ：石巻市立町一丁目６番１号 

  施設規模：木・鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき３階建 

敷地面積 ５５７．０９㎡ 

       延床面積 ４９６．６３㎡ 

施設機能：事務室、ギャラリー、スポーツ室等 

②  指定する法人または団体、及び選定方法 

  選定候補者  いしのまき子どもセンターコンソーシアム 

         代表団体 特定非営利活動法人ベビースマイル石巻 

                   代表理事 荒木 裕美 

              石巻市向陽町二丁目４番７号 

         構成団体 特定非営利活動法人子どもにやさしいまちづくり 

                   代表理事 吉川 恭平 

                   石巻市中央三丁目５番２２－２１７号 

  選定方法   公募型プロポーザル方式 

③  指定の期間  平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで 

④  運営形態 

  開館時間    午前９時３０分から午後７時まで 

  休館日     第１・第３木曜日。国民の祝日に関する法律に規定する休日。 

１２月２９日から翌年１月３日まで。 

(2) 今後の予定 

平成２９年１２月 市議会第４回定例会に指定管理者の指定及び債務負担行為補正予算につ

いて提案 

平成３０年 ２月 指定管理者に係る基本協定締結 

４月 指定管理者に係る年度協定締結、指定管理者による管理・運営開始 

 

 

４ 石巻市立渡波保育所仮設園舎の無償譲渡及び敷地の無償貸付けについて（福祉部） 

東日本大震災で被災した渡波保育所及びはまなす保育所の代替施設として設置した渡波保育所

仮設園舎は、新渡波保育所の開所に伴い、平成２９年３月３１日をもって閉所した。 

新渡波保育所は、（仮設）渡波保育所よりも定員を１０名増員し開所したものの、ここ数年、当

市における保育所入所の申込急増により、保育の受け皿拡大が追いつかず、待機児童が生じている。 

有効な社会資源である仮設園舎を無償譲渡し、民営化することで、保育の受け皿を拡大、待機児

童の解消、保護者の就労支援、子育て支援を図るもの。 

(1) 主な内容 

渡波保育所仮設園舎で保育事業を行う民間事業者に当該施設を無償譲渡し、あわせて、敷地を

無償貸付けする。 



 

①  施設概要 

  名称    ：石巻市立渡波保育所仮設園舎 

   所在地  ：石巻市流留字中１番２ 

   施設機能：敷地面積    ２，０６２㎡ 

        延床面積      ５０７㎡ 

         構造        鉄骨造１階建て 

             保育室、ホール、調理室、幼児用トイレ、事務室、倉庫等 

    定員数    ６０人 

    建設費用  １０９，２７３，５００円（うち災害復旧費補助金７０，１０１，０００円） 

  評価額   ８７，８００，０００円相当額 

②  移管先候補者及び選定方法 

ア 候補者  社会福祉法人夢みの里 

理事長 菅原 桂子 

石巻市大橋３丁目７番６号 

イ 選定方法  公募型プロポーザル方式 

③  施設の無償譲渡日、保育所開所予定日及び用地の無償貸付け期間 

ア  施設の無償譲渡日   平成３０年４月１日 

イ  保育所開所予定日   平成３１年４月１日 

ウ  敷地の無償貸付け期間 平成３０年４月１日から平成４１年３月３１日まで 

(2) 今後の予定 

平成２９年１１月    移管先候補者（無償譲渡先候補者）決定 

１２月     市議会第４回定例会に財産の無償譲渡について提案 

平成３０年 ３月    移管先候補者（無償譲渡先候補者）と譲渡及び貸付けに係る契約 

平成３１年 ４月１日 譲受事業者による保育所運営開始 

 

 

５ 石巻市観光物産情報センターの廃止について（産業部） 

石巻市観光物産情報センターは、原子力発電施設等周辺地域中心市街地活性化促進費補助金を財

源に、平成１３年８月３日の供用開始後、石巻市の観光情報と物産ＰＲの場として、（一社）石巻

観光協会を指定管理者とし業務を行ってきた。 

その後、市道鋳銭場・住吉町一丁目２号線道路拡幅工事の施工計画により、当該施設の一部が事

業用地となることから、施設を解体することとなった。 

 市道鋳銭場・住吉町一丁目２号線道路拡幅工事を実施するため、当該施設を廃止するもの。 

(1) 主な内容 

【施設概要】 

名称    ：石巻市観光物産情報センター 

所在地  ：石巻市鋳銭場８－１１ 

施設規模：ＲＣ造 ２階建 延べ床面積 ４８１．５２㎡ 

施設機能：情報発信コーナー、物産販売コーナー、多目的ホール１・２、新商品開発室 

建設費用：１８８，２７６，１３０円（うち補助金 ８３，６４１，４９０円） 



 

※施設の指定管理者である（一社）石巻観光協会は、条例廃止に伴い平成２９年１２月末日

もって指定管理者が解除され、平成３０年１月からは市役所庁舎内に事務所及び、観光・

物産ＰＲ部門を移設し業務を行う。 

【（一社）石巻観光協会の移転先】 

 事務所：平成３０年１月～当分の間 市役所庁舎５階「市民サロンの一部」 

観光・物産ＰＲ部門：平成３０年１月～５月末 市役所１階 

 

(2) 今後の予定 

平成２９年１２月 市議会第４回定例会に「石巻市観光物産情報センター条例の廃止」を提案 

（平成２９年１２月３１日施行予定） 

平成３０年 １月 （一社）石巻観光協会、市役所庁舎移転 

             石巻市観光物産情報センター解体工事着手 

 

 

６ 石巻市農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数並びに報酬について（産業

部、農業委員会） 

農業委員会が、その主たる使命である農地等の利用の最適化を積極的に推進するため、「農業委

員会等に関する法律」が改正され、平成２８年４月に施行された。 

これまで農業委員の選出方法は、公選制と選任制により行われてきたが、今後は、議会の同意を

得て市長が任命することとなった。また、主に合議体としての意思決定を行う農業委員とは別に、

担当区域における農地等の利用の最適化の推進のため現場活動を行う、農地利用最適化推進委員

（以下、推進委員という。）が新設された。 

  農業委員の定数を変更し、農地等の利用の最適化を図るため、推進委員を新たに設置するもの。 

(1) 主な内容 

①  改正の主な内容 

農地等の利用の最適化（担い手への農地利用の集積・集約化、遊休農地の発生防止・解

消、新規参入の促進）の推進に関する事務を、農業委員会等に関する法律で農業委員会の

最も重要な事務として位置付けた。 

②  農業委員 

ア 選出方法 

    市長による任命 

イ 業務・任命条件 

    総会に出席し審議して、最終的に合議体として決定する。現場活動を行うことも可能

である。 

     原則過半数を認定農業者とし、青年や女性も積極的に登用する等とされた。 

ウ  定数    １９人 

エ  報酬 会長 基本給 月額 ５６，７００円/人（改正無し） 

             能率給 予算の範囲内で市長が定める額（新規） 

           委員 基本給 月額 ４４，０００円/人（改正無し） 

              能率給 予算の範囲内で市長が定める額（新規） 



 

オ 任期    ３年 

③  推進委員 

ア  選出方法 

農業委員会が委嘱 

イ  業務・任命条件 

農地等の利用の最適化を推進するため、担当区域において、担い手への農地利用の集

積などの現場活動を行う。 

農地等の利用の最適化の推進に熱意と識見を有する者。 

ウ  定数    ２０人 

エ  報酬     基本給 月額 ４４，０００円/人（新規） 

能率給 予算の範囲内で市長が定める額（新規） 

オ  任期    ３年 

※能率給：農地利用の最適化の活動を推進するため「農地利用最適化交付金事業」が新設され、

各委員等の活動及び成果の実績に応じ、基本給に上乗せするもの。 

(2) 今後の予定 

平成２９年１２月 市議会第４回定例会に「石巻市農業委員会の委員及び農地利用最適化推進 

委員の定数を定める条例」の制定及び「石巻市特別職の職員で非常勤のも

のの報酬及び費用弁償に関する条例」の一部改正を提案 

（公布の日から施行予定） 

平成３０年 ２月 農業委員会の委員の選任に関する規則の制定 

         農業委員候補者選考委員会設置要綱の制定 

      ３月 農業委員及び推進委員の推薦・募集 

      ５月 農業委員候補者選考委員会の開催 

      ６月 市議会第２回定例会に「農業委員の任命」について提案 

      ７月 農業委員の任命及び推進委員の委嘱 

 

 

 

７ 石巻市相川地区コミュニティセンターの指定管理者の指定について（北上総合支所、復

興政策部） 

 北上地域の相川地区は、東日本大震災の津波等により壊滅的な被害を受け、地区コミュニティの

活動の場の整備が望まれている。今後のコミュニティ再生及び活動拠点として、市は相川地区コミ

ュニティセンターとして整備を進めている。 

相川地区コミュニティセンターは相川地区におけるコミュニティ活動の再生及び活性化を図る

施設であることから、効率的な運営管理を行うため、指定管理者を指定しようとするもの。 

 

 

 

 

 



 

(1) 主な内容 

①  施設概要 

  名称  ：石巻市相川地区コミュニティセンター 

  所在地 ：石巻市北上町十三浜字猪の沢４４番地１ 

  施設規模：木造平屋建て 延べ床面積：約３３０㎡ 

  施設機能：会議室（和室）・調理室・多目的ホール等 

②  指定する法人又は団体 

指定候補者：相川地区コミュニティ推進協議会  

代表者 会長 鈴木 学 

石巻市蛇田字新西前沼５８番地  

選定方法 ：非公募 

選定理由 ：本施設は相川地区コミュニティ活動の再生及び活性化を図るための集会所的

施設であり、当該地域の住民組織が管理運営することにより、効率的な管理

運営が図られ、活性化が期待できるため。 

③  指定期間   平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで 

④  運営形態 

開館時間  午前９時から午後９時まで 

(2) 今後の予定 

平成２９年１２月 市議会第４回定例会に指定管理者の指定及び債務負担行為補正予算案に  

ついて提案 

平成３０年 ３月 建設工事完了予定 

指定管理者に係る基本協定の締結 

      ４月 指定管理者に係る年度協定の締結 

供用開始に合わせて指定管理開始 

 

 

８ 小・中学校の就学支援制度に係る新入学準備金の支給について（教育委員会） 

  経済的な事情により就学が困難な児童生徒や、東日本大震災により被災し就学困難となった児童

生徒の教育機会の均等な提供を目的とし、就学援助費の助成を実施している。 

これまで小・中学校の新入学生に対して支給する新入学学用品費については、毎年認定作業後の

７月末支給となっていたが、ランドセルや制服等の購入で出費がかさむことから、入学前支給が全

国的に広まってきている状況である。 

  経済的な事情等により就学が困難な児童生徒の保護者に対し、新入学準備金を小・中学校の入学

前に支給することにより、保護者の就学前の経済的不安や負担軽減を図るもの。 

(1) 主な内容 

小・中学校の就学支援制度に係る新入学準備金を入学前の３月に支給する。 

◆支給対象者（以下の条件にすべて該当する方。） 

① 入学前年度の２月１日現在、石巻市に住所を有している方。 

② 石巻市立小学校又は中学校に入学を予定している方。 

③ 期限内に新入学準備金に係る申請書を提出された方。 



 

④ 石巻市の就学援助制度の認定基準で準要保護の基準に該当する方。 

◆支給額 

小学校新１年生：４０，６００円 

中学校新１年生：４７，４００円 

  ※平成２９年度要保護児童生徒援助費補助金予算単価（新入学学用品費等）と同額 

 

※入学前に新入学準備金の支給を受けた児童生徒が石巻市立小・中学校入学前に市外へ転出し

た場合は、転出先の自治体へ本市から支給を受けている旨を通知する。 

※入学前に新入学準備金の支給を受けた児童生徒は、入学後に同目的で支給する新入学学用品

費は支給対象外とする。 

(2) 今後の予定 

平成２９年１２月 市議会第４回定例会に補正予算を提案予定 

            教育委員会第１２回定例会に「石巻市児童生徒就学援助費支給要綱」及び

「東日本大震災に伴う石巻市被災児童生徒就学援助費支給要綱」の一部改

正を提案（平成２９年１２月２５日施行予定） 

平成３０年 １月 新入学準備金 申請受付 

         ３月 新入学準備金 支給 

 

 

[報告事項] 

１ 非常勤職員の育児休業取得要件について（総務部） 

  人事院において、人事院規則の一部を改正する人事院規則（人事院規則１９－０－１３）が公布・

施行され、非常勤職員の育児休業について、子が１歳６か月以降の期間について休業することが継

続的な勤務のために特に必要と認められる場合、例外的に２歳に達するまで休業できるよう改正さ

れた。 

従来から職員に係る育児休業制度は、地方公務員関係法律を基本としながら、その運用方法は国

に準じて改定を行ってきていることから、現行非常勤職員の育児休業取得要件を改正するもの。 

(1) 主な内容 

子が１歳６か月以降の期間について休業することが継続的な勤務のために特に必要と認めら

れる場合として、次の(1)(2)いずれにも該当する場合は、子が２歳に達する日までを限度とし

て育児休業を延長することができるよう改正するもの。 

①  子が１歳６か月に達する日において、非常勤職員又は配偶者が育児休業中であること 

②  子が１歳６か月以降の期間について休業することが継続的な勤務のために特に必要と認              

められる場合として、次のいずれかに該当する場合 

       ア 保育所等における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当該子の１歳６か月到

達日後の期間について、常態として当面その実施が行われないこと 

       イ 当該子の親である配偶者が当該子の１歳６か月到達日後の期間について常態として養

育する予定であったものが、死亡、負傷、疾病又は身体・精神上の障害、別居等養育でき

ない場合 

 



 

(2) 今後の予定 

  平成２９年１２月  市議会第４回定例会に「石巻市職員の育児休業等に関する条例の一部を

改正する条例」を提案（公布の日から施行予定） 

             「石巻市職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則」を公布

（公布の日から施行予定） 

 

２ あらたに生じた土地の確認及び町（字）の区域の変更について（産業部） 

宮城県は第３種渡波漁港区域内に宮城県慶長使節船ミュージアム管理用道路の造成を行うに

あたり、公有水面の埋立を行った。 

  宮城県慶長使節船ミュージアム管理用道路の造成を目的とした公有水面の埋立てにより生じた

土地を確認し、市域に加えるもの。 

(1) 主な内容 

公有水面埋立法により開始した第３種渡波漁港区域内における宮城県慶長使節船ミュージ

アム管理用道路の造成が竣功したことに伴う宮城県の通知に基づき、公有水面埋立てによりあ

らたに生じた土地を石巻市の区域内に生じた土地として確認する。さらに、石巻市の町（字）

の区域に加えようとするもの。 

【市域編入区域】 

新規追加区域 ：石巻市渡波字祝田藤ヶ崎１番５、同１番３、字佐須藤ヶ崎１番３、同８０

番地に隣接する公有水面埋立地１，７１５．６７平方メートル 

竣功認可年月日：平成２９年９月１３日 

(2) 今後の予定 

   平成２９年１２月 市議会第４回定例会にあらたに生じた土地の確認及び町（字）の区域の変

更について提案 

 

 

 

３ 石巻市北上観光物産交流センター供用開始日の決定について（北上総合支所、産業部） 

本施設は、石巻市北上地区に環境省が進める「川のビジターセンター」に併設し整備している。 

当初、平成２９年４月の供用開始を目指していたが、事業用地の取得等に不測の時間を要したこ

とから、施工区域内の作業に大幅な遅れが生じた。 

本施設の供用開始日が決定したことから、それを報告するもの。 

(1) 主な内容 

【供用開始日】 

当初  ：平成２９年 ４月１日 

前回変更：平成２９年１１月 

 今回変更：平成３０年 ２月 

 

※供用開始日の変更に伴い、指定管理者の指定の期間も平成３０年２月１日からに変更する。 

 

 



 

(2) 今後の予定 

平成２９年１２月 市議会第４回定例会に指定管理者の指定及び債務負担行為補正予算につ 

いて提案 

建設工事完了 

平成３０年 １月 指定管理者に係る基本協定締結 

         ２月 指定管理者に係る年度協定締結、指定管理開始 

 

 

 [その他] 

 ・朝礼の実施について（総務部） 

  

 

 

以 上 

 


